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託児所とまとちゃん

　近年、あらゆる職場で働き方改革が図られ、と
くに子育てという点では、産休や育休、勤務時間
の柔軟化等の対応が進められている。生協は、組
合員に対して、子育てや食育といった面でのサ
ポートを手厚くおこなってきた。また、生協職員
は、生協の成長過程での重要な役割を果たしてき
た存在である。このような背景をもつ生協におい
て、職員の働き方をサポートするために、特に子
育ての面でどのような支援が行われているのだろ
うか。大阪いずみ市民生活協同組合人事総務部
の片岡誠氏と機関運営部の藤井三良氏にお話を
伺った。

はじめに：雇用状況

　55 万以上の組合員を抱える大阪いずみ市民生
協の職員数は 1,251 名（正規職員、定時職員含む。
2021 年度末時点）。職員の男女比は男性約 42%、
女性約 58% である。女性管理職の比率は 18%（18
人）である。フルタイム雇用の女性比率は、40%
を目指している。現在は 33.2% を占めており、毎
年 1% 強ずつ増加しているという。採用にあたっ
ては、男女比の基準は設けていないが、応募する
人、説明会に来る人は女性の方が多い。

働き手への支援の概要

　いずみ市民生協は、くるみん認定（子育てサポー
ト企業の認定）・えるぼし認定（女性か着推進が
優良な企業の認定）１を受けている。職員に対し
て、具体的にどのような支援がおこなわれている
のだろうか。
（1）ガイドブックの配布
　まず、妊娠が判明した職員にはいずみ市民生協
が作成している『妊娠、出産、育児のためのガイ
ドブック』が手渡される。これは、妊娠から産後
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復帰までに利用することができる各種制度
について案内するものである。ガイドブッ
クにしたがって説明を受け、各職員は自ら
が利用する制度を決めていく。

（2）妊娠中の休暇
　妊娠中に体調が悪い時には休暇を取得す
る権利があるが、職場環境によってはなか
なか言い出しにくい場合があるのも事実で
ある。いずみ市民生協では、労働組合とも
協定を締結し、「妊娠休暇」という制度を
示すことで、働き手が権利として休暇の取
得を主張しやすい環境づくりをおこなって
いる。
（3）産休・育休
　産休は、法的規定である 6 週間前より長
く、8 週前から休めるように規定されてい
る。また、育休についても、法的規定であ
る 1 歳までより長く、2 歳までと定められ
ている。育休の取得者数は、いずみ市民生
協全体で 30 名（うち男性 8 名）。法改正も
寄与して、産休・育休ともに取得率は以
前より高まり、2021 年度の育休取得率は
32%、女性は 100% と増加している（2019
年は 5% であった）。
（4）産後の職場復帰支援
　いずみ市民生協の職員の産休後復帰率は
100％である。休業 6 カ月前から復職 6 年

目までの期間のサポートの一つが、株式会
社 wiwiw ２のサービスの導入である。これ
は、web で同じ立場の人々と交流できた
り、必要な情報を得ることができたり、育
休中のリスキリングとしてセミナーを受講
できたりするサービスである。サービスの
月額使用料は 6,300 円／人であるが、これ
を全額いずみ市民生協が負担する。実際に、
対象者の約 3 割がこの制度を利用している
という。男性もこの制度の対象に含まれ
ている。
　利用した職員からは、「気軽に勉強する
ことができる」、「ちょっと興味のあること
があってもお金を払ってまで勉強する自信
がないとき、また、子ども優先で時間も余
裕がないときに、隙間時間で活用できる」

「学ぶということを育休中も忘れずに過ご
すことができる」「セミナーを無料で受講
できるので経済的に助かる」というような
声があるという。
（5）育児時短制度
　育児時短の期間についても、子どもが小
学 4 年生になるまでと、法律上の規定より
も長く設定されている。時短によってカッ
トされる分の給与は、いずみ共済会の制度
で補償されるため、職員は安心して時短制
度を活用し育児に臨むことができる。
　利用者からは特にこの制度について喜び
の声が多いという。なお、いずみ共済会は、
従業員と雇用側が半々で積立金を負担して
いるものであり、産前～産後休暇の期間に
ついても、出産手当金３の不足分を補填す
る制度を設けている。
（6）託児所：働き手に求められる環境づ

くりとして
　共働き世帯割合が増加している近年、子
どもを預けるところの確保に困る職員が多
いという。いずみ市民生協の配送センター
では保育仕様に設けられた部屋で一時保育
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を行っている。今のところは 7 センターで
保育ルームがある。利用しているのは、そ
こで働いている配送のパート職員の方々
である。
　生協の業務の特徴として、月曜から金曜
まで配達があるため特に祝日や年末年始に
子どもの預け先に困る職員が多く、そのよ
うな状況への対応が必要だということで、
宅配の発送がある祝日や年末年始も対応で
きる一時保育が設置されている。
　また、グループ会社では、「託児所とま
とちゃん」を、いずみ市民生協テクノステー
ジ物流センターに併設している。対象は満
1 歳から 5 歳まで、開所時間は、8 時 30 分
から 20 時で、土日祝日も含めて保育時間
は契約勤務時間に応じている。保護者の毎
月のシフトに応じて対応しており、一時預
かりも可能である。一般的な保育料より、
リーズナブルな料金で利用することがで
きる。

　グループ会社の託児所の設置には、現在
働いている職員の支援という目的ととも
に、これから採用を強める上で必要な条件
となるという認識が背景にあった。実際に、
採用試験時に託児所とまとちゃんの見学に
来た応募者は、託児所の存在が職場の決め
手となったと語っていたという。
　今後、人手不足の中で働き手を確保して

いくためには、働き手がもとめる環境づく
りをいかに進めていけるのか、いかに魅力
的な職場づくりができるかということが今
まで以上に重要になっていくとは間違いな
いだろう。

組織としての意識の醸成

　いずみ市民生協では、自分のライフワー
クバランスも大切にしながら、部下の育成
を実現していくことを目指し、2018 年以
降に年に一度「イクボス宣言」を続けてい
る。「イクボス」とは職場で共に働く部下・
スタッフのワークライフバランス（仕事と
生活の両立）を考え、部下のキャリアと人
生を応援しながら、組織の業績も結果を出
しつつ、自らも仕事と私生活を楽しむこと
ができる上司（経営者・管理職）のことで
ある４。毎年アンケートを実施し、進捗を
図りながら進めている。直近のアンケート
では、「育休を自分自身も取るし、部下に
もしっかり取るようにと言えるようになっ
てきた」というような回答が多かったとい
う。学習を継続しないと意識が弱まるとい
うことを感じており、意識を醸成するため
にも取り組みを継続するのが大事だと感じ
ているという。
　また、組合員理事と役員、職員からなる
男女共同参画委員会では、子育て支援や多
様性理解など、そのときどきのテーマで職
員・組合員両方へ向けた学習会を企画して
いる。理事会の諮問機関という位置付けで
あるため、しっかりと時流をつかんで、理
事会に提言していくことが委員会の役割と
して重要であると認識されている。
　いずみ市民生協の 2030 年ビジョンでは、

「いきいきと全職員が力を発揮できる組織
づくり」が掲げられている。世代間で異な
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る価値観を理解した上で、自分の伝えたい
ことと相手の思うことをどう擦り合わせて
いくのか、という議論の出発点としてもこ
の学習会は位置付けられている。

サポート体制上の課題

　さまざまな制度がもうけられている一方
で、現実に働き手を十分支えていくために
はいくつかの課題が存在する。
　ひとつには、部門によってサポート体制
を築く上での体制が異なるということが挙
げられる。例えば妊娠した職員に対して、
デスクワークに切り替えるという業務上の
配慮をおこなう場面を考える。デスクワー
クに切り替えやすい部門（本部など）があ
る一方で、デスクワークに切り替えること
ができない現場仕事の部門では対応に苦慮
している。特に福祉や配送部門では、余剰
人員を常に抱えている業態ではないため、
産休や育休で抜けたときの補填策が大きな
課題となっている。現場と本部という部門
間のバランス、働き方の違いの部分で物理
的に厳しい課題がある中で、支援制度を
しっかりと使うことができる職場風土をつ
くっていくこと、具体的には休暇をとりや
すい環境、人員体制・業務体制をつくって
いくことが望ましい環境づくりの実現につ
ながると考えられている。
　また、出産育児休暇にあたって 1 ～ 2 年
の期間欠員が生じることになるが、人員配
置をおこなって対応すると同時に、属人化
している仕事があれば脱属人化することも
非常に重要であると意識されている。休暇
を経て全ての職員が元の部署に必ず戻れる
わけではないが、過去に育休を取得し、今
は本部の課長職、部長職になっている女性
職員もいる。事実として、復帰後もキャリ

アを継続して積むことは可能である。その
一方で、復帰後、仕事量を抑えていきたい
と希望する職員も一定数存在する。いまだ
職場復帰後のロールモデルのイメージが持
ちにくい状況の中で、組織として職員にい
かに向上心をもってもらいキャリアをイ
メージしてもらうところまで環境づくりを
進めていくかが、もうひとつの課題である
という。そういった課題に対しては、育休
に入った職員に対して組織側がしっかりつ
ながりを切らずに関係性を持ち続ける仕組
みづくりが第一に必要であると感じている
という。その次のステップとして、育休中
に何に取り組むか、復帰後の働き方につい
てどういった意識を醸成していくか、とい
う課題に取り組むべきだと感じていると
いう。

生協ならではの視点とは

　近年、あらゆる組織で働き方改革が行わ
れ、子育て支援が進められている。営利企
業とは異なる組織である生協において、職
員とは、どのように位置づけられる存在な
のだろうか。
　杉本貴志氏は『くらしと協同（第 36 号）』
にて、日常の業務を担う「職員」というカ
テゴリーを分業の中で生み出してきた生協
の歴史を踏まえつつ、生協労働者（生協職
員）とはどういう存在なのか、事業・運動
においても、研究においても、今一度きち
んと考えることが求められていると述べて
いる５。杉本氏が指摘するように、多様な
雇用形態で働く今日の生協職員について、
働き方支援という角度からも、職員の位
置付けを改めて考えていくことが必要だ
ろう。
　実際の働き方支援において、生協ならで
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はの視点は影響しているのだろうか。いず
み市民生協では、例えば育児休業の法改正
よりも前に女性職員だけでなく男性職員も
休みが取れる制度づくりを進めるなど、職
員が安心して働ける環境づくりが昔から風
土として築き上げられてきている部分があ
るという。たとえば、そのような風土をしっ
かりと継続していくことが生協ならではの
視点のひとつであると言えるだろう。
　また、いずみ市民生協の中期計画や 30
年ビジョンでも掲げている、「全職員が活
躍できる職場づくり」を進めていくなかで、
子育ての方にも環境づくりが行き渡るとい
う形が、子育て支援のあるべき姿だと考え
てられている。子育て世代の職員のみに着
目するのではなく、全職員の働きやすさを
求めていく中に、子育て支援や女性の働き
方支援が位置付けられているのである。
　
取材を終えて

　本稿には盛り込むことができなかった
が、いずみ市民生協が取り組んでいる組合
員に対する子育て支援についてもお話をう
かがった。「コープママ」や「親子・あそ
びのひろばスタッフ」と呼ばれる組合員ス
タッフの豊富さが、組合員活動の際にとき
に 50 人を超えるような大勢の子どもの見
守りを可能にしているというお話は、子育
て支援に携わる人々の層の厚さとポテン
シャルを感じさせるものであった。
　雇用の場としての生協が抱える課題は、
ワークライフバランスの実現や人手不足に
悩む他の多くの組織が抱えている課題でも
あると思う。協同組合としての強みやビ
ジョンをどのように働き手への支援に活か
していくのかを考えることは、生協だけで
はなく、すべてのひとの働く環境づくり
全体にかかわる重要なことではないだろ

うか。
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１　次世代育成支援対策推進法に基づき、行動計画
を策定し、一定の要件を満たした場合申請を行
うことにより、「子育てサポート企業」として厚
生労働大臣の認定を受けることができる。

２　株式会社 wiwiw（ウィウィ）：女性の活躍、介護・
育児との両立などの働き方支援を行っている。

（https://www.wiwiw.com/）
３　健康保険出産手当金。産前産後休暇の期間、給

与を受けなかった場合に健康保険から支払われ
る。過去 12 ヵ月の給料（標準報酬月額）を基
準とした日給の 2 ／ 3 に相当する額であり、こ
の不足分である１／ 3 を補填しようというのが、
いずみ共済会の制度である。

４　NPO 法人ファザーリング・ジャパンのホーム
ページ（https://fathering.jp/activities/iku-boss.
html）より引用。同法人がイクボス 10 か条を示
している。さまざまな民間企業や自治体などが
宣言をおこなっている。

５　 「生協職員とはどんな存在か？」、『くらしと協
同』第 36 号、100-104 頁、2021 年。
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向かって右が片岡氏、左が藤井氏
手前が岩男 ( 取材者 )


